地域で暮らす人への看護　講義資料
第9回　子どもと家族を地域で支える
― 子育て支援・虐待予防・地域とのつながり ―
本時の目標
(1) 子育て世代を取り巻く地域社会の変化を理解する。
(2) 母子保健事業と子育て世代包括支援センターの役割を理解する。
(3) 児童虐待の予防と早期発見の視点を身につける。
(4) 要保護児童対策地域協議会等、多機関連携の仕組みを理解する。
(5) 発達に課題のある子どもと家族への地域支援を理解する。
(6) 地域における子育て支援ネットワークの構築について考えることができる。
本時の構成(90分)
	時間の目安
	内容
	形態

	5分
	導入(本時のねらい・キーワードの確認)
	講義

	45分
	講義:1 子育て世代を取り巻く変化〜6 子育て支援ネットワーク
	講義

	25分
	事例演習(個人検討・グループ共有)
	演習

	10分
	解答・解説の確認
	講義

	5分
	まとめ・次回予告
	講義



講義
1. 子育て世代を取り巻く地域社会の変化
核家族化や地域のつながりの希薄化を背景に、身近に相談相手や頼れる人がいないまま子育てをする
孤立した育児が増えている。
	
	かつて
	現在

	世帯構成
	三世代同居が多く、祖父母等の助けを得やすい
	核家族化が進み、身近に頼れる人が少ない

	地域とのつながり
	近隣同士の顔の見える関係があった
	地域のつながりが希薄化し、孤立しやすい


孤立した育児は、養育者の心身の負担を高めるだけでなく、児童虐待のリスクを高める要因の一つともなりうる点に留意する必要がある。

2. 母子保健事業と子育て世代包括支援センターの役割
妊娠期から子育て期まで、切れ目のない支援を提供するため、次のような母子保健事業が展開されている。
	妊娠期
妊娠届出時の面談
母子健康手帳の交付
	出産・産後
産後ケア事業
新生児訪問
	子育て期
乳幼児健診
乳児家庭全戸訪問事業


これらの事業の実施主体となる
子育て世代包括支援センター(母子健康包括支援センター)は、妊産婦・乳幼児等の状況を継続的に把握し、必要に応じて関係機関と連絡調整を行う、地域の子育て支援の中核的な機関である。
3. 児童虐待の予防と早期発見の視点
児童虐待は、特定の家庭に限らず、誰にでも起こりうるものであり、次の3つの視点からリスク要因を整理し、早期に気づくことが重要である。
	養育者側の要因
	子ども側の要因
	養育環境の要因

	育児不安、孤立感、余裕のなさ、精神的な不調等
	夜泣き・かんしゃく等の「育てにくさ」、疾病や障害等
	経済的困窮、身近に頼れる人がいないこと、家庭内の不和等


具体的な看護場面　乳児家庭全戸訪問等で家庭を訪れた際、養育者の表情や言葉の端々から負担感や孤立感に気づき、責めるのではなく、まず気持ちに寄り添う姿勢で関わることが早期発見・予防の第一歩となる。
4. 要保護児童対策地域協議会等、多機関連携の仕組み
1. 要保護児童対策地域協議会(要対協)は、市町村、児童相談所、保健所、医療機関、保育所・学校、警察等が連携し、要保護児童等に関する情報を共有し支援方針を検討する仕組みである。
1. 一つの機関だけで問題を抱え込まず、関係機関が役割分担しながら継続的に見守る体制を築くことが重要である。
5. 発達に課題のある子どもと家族への地域支援
発達に課題のある子どもの家族は、育児の難しさに加え、診断や将来への不安を抱えていることが多い。児童発達支援センター等の専門機関や、保育所・学校と連携しながら、子どもの育ちと家族の生活の両方を支える視点が求められる。
具体的な看護場面　「他の子と違うのでは」という保護者の不安な気持ちに丁寧に耳を傾けながら、必要に応じて専門的な相談機関につなぐことも、地域の看護職の重要な役割である。

6. 地域における子育て支援ネットワークの構築
地域子育て支援拠点、ファミリー・サポート・センター、子ども食堂など、多様な主体による子育て支援の場が広がっている。こうした場は、専門機関による支援だけでなく、地域住民同士の緩やかなつながりを生み出す役割も担っている。看護職には、専門的な支援と地域の様々な資源とをつなぐ視点が求められる。
事例演習
Iさん(28歳、女性)は、第1子(生後2か月)を子育て中である。里帰り出産を終えて自宅に戻ったが、夫は仕事が忙しく帰宅が遅い日が多く、近隣に知り合いはいない。乳児家庭全戸訪問で自宅を訪れた保健師に対し、Iさんは「泣き止まないと、どうしていいか分からなくなってイライラしてしまう」「実家は遠くて、気軽に相談できる人がいない」と話し、目に涙を浮かべていた。子どもの体重増加は順調で、外見上、身体的な異常は見られなかった。
設問1　子育て世代を取り巻く社会の変化という視点から、Iさんの置かれている状況を整理してみよう。




設問2　児童虐待の予防・早期発見の3つの視点(養育者側/子ども側/養育環境)から、Iさんの状況で注目すべき点を整理してみよう。





設問3　Iさんが地域で安心して子育てを続けられるよう、どのような機関やネットワークとの連携が考えられるか挙げてみよう。





事例演習　解答・解説【教員用】
【教員用】設問1について
里帰り出産後、身近に頼れる祖父母等がおらず、夫も多忙で日中はほぼワンオペで育児を担っている状況が読み取れる。
近隣に知り合いがいないことから、地域とのつながりが乏しく、孤立した育児に陥りやすい状況にあるといえる。
核家族化・地域のつながりの希薄化という社会的背景と、Iさん個人の状況とを結びつけて考えられているかを確認する。
【教員用】設問2について
養育者側の要因：孤立感、相談相手がいないことによる育児不安、涙を浮かべるなど心理的な余裕のなさ。
子ども側の要因：泣き止まないという「育てにくさ」(ただし体重増加は順調であり、子ども側に大きな問題があるわけではない)。
養育環境の要因：夫の帰宅が遅く日中の育児を一人で担っていること、近隣に頼れる人がいないこと。
現時点で虐待が生じているわけではないが、複数のリスク要因が重なっており、予防的な関わりが必要な状況であることに気づけているかを確認する。
【教員用】設問3について
子育て世代包括支援センターにつなぎ、継続的に状況を把握してもらう。
地域子育て支援拠点や一時預かり事業等、日中に息抜きできる場の情報提供。
ファミリー・サポート・センターなど、地域住民による子育て支援の仕組みの活用。
リスクが高まった場合には、要保護児童対策地域協議会等での情報共有・多機関連携も視野に入れる。
「母親を責めない」「孤立させない」という姿勢が支援の基盤であることを確認する。


看護師国家試験　過去問題
【問題1】　母子保健法に規定されているのはどれか。
1. こども家庭センターの母子保健事業
2. 乳児家庭全戸訪問事業
3. 助産施設
4. 特定妊婦

【問題2】　児童虐待の防止等に関する法律〈児童虐待防止法〉に基づいて行う通告で正しいのはどれか。
1. 警察に通告する。
2. 守秘義務の遵守が優先される。
3. 通告にあたっては児童自身の意思を尊重することが規定されている。
4. 児童が同居している家庭における配偶者に対する暴力は通告の対象となる。





















看護師国家試験　過去問題　解答・解説
【問題1】　母子保健法に規定されているのはどれか。
1. こども家庭センターの母子保健事業　◀ 正解
2. 乳児家庭全戸訪問事業
3. 助産施設
4. 特定妊婦
解説　こども家庭センターの母子保健事業は母子保健法に規定されている。乳児家庭全戸訪問事業、助産施設、特定妊婦はいずれも児童福祉法に基づく規定であり、母子保健法ではない。母子保健法は、母性並びに乳児及び幼児の健康の保持・増進を目的とする法律である。
出典：第112回看護師国家試験　午前60問

【問題2】　児童虐待の防止等に関する法律〈児童虐待防止法〉に基づいて行う通告で正しいのはどれか。
1. 警察に通告する。
2. 守秘義務の遵守が優先される。
3. 通告にあたっては児童自身の意思を尊重することが規定されている。
4. 児童が同居している家庭における配偶者に対する暴力は通告の対象となる。　◀ 正解
解説　児童が同居する家庭における配偶者への暴力(面前DV)は、児童に対する心理的虐待として児童虐待防止法上の児童虐待に含まれ、通告の対象となる。通告先は市町村、福祉事務所または児童相談所であり、警察ではない。また、児童虐待の通告義務は守秘義務に優先するとされており、通告にあたって児童本人の意思を確認する規定もない。
出典：第113回看護師国家試験　午前58問





